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はじめに 

トランプ政権発足後、米国国務省が「米国と台湾の関係」に関するファクトシートを更新し、

「台湾の独立を支持しない」とする文言を削除したことが注目を集めた1。その他にも、米国の

「一つの中国政策」を構成する文書等で示されている立場をより明確に示すための修正が施され

ている2。例えば、「我々は両岸間の相違が平和的手段によって解決されることを期待する」とい

う従来の文の「平和的手段」の後に、「強制の無い（free from coercion）」という文言が新たに付け

加えられた3。一般的に「強制」とは、圧力や威嚇を通じて、相手に特定の行動を取らせる、また

は控えさせることを目的とする働きかけを指す。この修正は「平和的手段」には「武力行使」の

みならず「強制」も含まれないとする米国の立場を、より明確に示す意図があると考えられる。 

そこで本稿では、米国の台湾海峡関連政策の基軸である「一つの中国政策」において、「平和的

手段」、「武力行使」、および「強制」がどのように整理され、いかなる政策指針が掲げられてきた

かを紐解く。 

 

米国の「一つの中国政策」とは何か 

まず、米国の「一つの中国政策」とは何かを確認したい。しばしば、中国政府が主張する「一

つの中国原則」に沿って、米国の「一つの中国政策」が説明される。中国政府が掲げる「一つの

中国原則」は、(1) 世界で中国はただ一つ、(2) 台湾は中国の一部、(3) 中華人民共和国政府は全

中国を代表する唯一の合法政府である、という三要素で構成される4。これに対して米国は、(3)に

ついては「中華人民共和国政府を中国唯一の合法政府であることを承認」したものの、(1)と(2)に

ついては「中国側の立場を認識」するにとどめており5、全面的な同意を与えていない。ただし、

これは現在の米国の「一つの中国政策」の中核ではあるものの、一部にすぎない。 

米国政府は、「一つの中国政策」が「台湾関係法」、三つの「共同コミュニケ」、および「六つの

保証」に基づくものであると繰り返し説明している6。また多くの場合、これらの文書等への言及

に加え、「いずれの側からのいかなる一方的な現状に対する変更にも反対する」、「両岸間の相違は

平和的手段によって解決されることを期待する」といった基本姿勢が併せて示される。さらに、

「台湾が十分な自衛能力を維持できるよう、必要に応じて防衛装備およびサービスを提供する」、

「いかなる武力行使や、台湾の人々の安全、社会的または経済的システムを脅かすようなその他

の形態の強制にも抵抗するための能力を維持する」といった「台湾関係法」に示されている基本

的な政策指針が強調されることもある7。 
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表 1 本稿より、筆者作成。 

 

「平和的手段」による解決への期待 

台湾問題の「平和的手段」による解決は米国の基本姿勢であるが、米中間の合意である三つの

「共同コミュニケ」においては、この点に関する米国の「関心」や、平和的解決に向けた中国の

政策への米国の「理解・評価」が示されるにとどまっている。例えば、1972 年の「上海コミュニ

ケ」では「米国は中国の人々自身による台湾問題の平和的解決への[米国の]関心を再確認する（括

弧内筆者）」と記され8、1982 年の共同コミュニケでも「米国政府は、台湾問題の平和的解決を目

指している中国の政策を理解し、評価している」とあるに過ぎない9。 

これに対し、1979 年に制定された米国の国内法である「台湾関係法」では、「平和的手段」によ

る解決への期待がより明確に示されている。まず Sec.2(b)(3)には、「米国が中華人民共和国との外

交関係を確立する決定は、台湾の将来が平和的手段で決定されるという期待に基づいている」と

明記され10、台湾問題の「平和的手段」による解決への期待は米中外交関係樹立の土台・前提とさ

れている。また、Sec.2(b)(4)では「平和的手段以外で台湾の将来を決定しようとするいかなる試み

も、西太平洋地域の平和と安全に対する脅威であり、米国にとって深刻な懸念である」とされ11、

「平和的手段以外」の試みは地域にとって脅威であり、米国にとっても深刻な懸念であるとの認

識が明確に示されている。 

 

「平和的手段」に関する認識 

それでは、「平和的手段」とは何を意味し、どのような行為がその範囲外にあるとされているの

か。米国の「一つの中国政策」を構成する文書等には「平和的手段」の明確な定義は示されてい

ない。ただし細部を読み解くと、「武力行使」に加えて「その他の形態の強制」が「平和的手段」

の範囲外であり、具体的には「ボイコットや禁輸」等が想定されていることが読み取れる。 

例えば、「台湾関係法」の Sec.2(b)(6)には、「いかなる武力行使や、台湾の人々の安全、社会的ま

たは経済的システムを脅かすようなその他の形態の強制にも抵抗するための米国の能力を維持す

る」ことが掲げられている12。このことから、「武力行使」のみならず「その他の形態の強制」も

「平和的手段」には含まれないと解釈できる。この解釈は、2025 年の米国国務省によるファクト

シートの更新において、「平和的手段」の後に「強制の無い」という文言が付け加えられたことと

も一致する13。 

 

中国の「一つの中国原則」 米国の「一つの中国政策」 

(1) 世界で中国はただ一つ 

(2) 台湾は中国の一部 

(3) 中華人民共和国政府は全中国を代表する

唯一の合法政府 

(1) 「台湾関係法」 

(2) 三つの「共同コミュニケ」 

※この中で、中国の「一つの中国原則」の

(1)(2)については「中国の立場を認識」、

(3)については「中華人民共和国政府を中国

唯一の合法政府であることを承認」。 

(3) 「六つの保証」 
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また Sec.2(b)(4)には、「ボイコットや禁輸を含む、平和的手段以外」と記されており14、ボイコ

ットや禁輸等は「平和的手段」に含まれないことが明確に示されている。このことから、想定さ

れている「その他の形態の強制」にはボイコットや禁輸が含まれていると解釈できる。 

 

「平和的手段」 

「平和的手段以外」 

「武力行使」 「その他の形態の強制」 

（「ボイコットや禁輸」等） 

表 2 本稿より、筆者作成。 

 

「武力行使」と「その他の形態の強制」に対する政策指針 

既述の台湾海峡における安全保障に関する米国の基本的な政策指針は、「台湾関係法」の

Sec.2(b)(5)に「台湾に防御的な性質の武器を提供する」、Sec.2(b)(6)に「いかなる武力行使や、…そ

の他の形態の強制にも抵抗するための米国の能力を維持する」として示されている15。注目すべき

は、Sec.2(b)(6)において「武力行使」のみならず「その他の形態の強制」に抵抗するための能力を

米国が維持すると明確に示している点である。 

こうした「強制」概念の導入は、立法者の明確な意図に基づいている。例えば、同法の修正・

起草に関与したジェイコブ・ジャビッツ上院議員は、「我々は武力行使に抵抗するだけでなく、台

湾の人々の安全、社会的または経済的システムを脅かすようなその他の形態の強制にも抵抗する

ということだ。これこそが、この法案の核心なのだ」と同法案審議中に述べていた16。 

 

「強制」に関する認識と政策指針の強調傾向 

近年、台湾に対する中国の圧力が強化される中で、米国政府は「強制」に関する認識と政策指

針を強調する傾向にある。まず、「その他の形態の強制」は「平和的手段」に含まれないという認

識を明確に示すようになっている。「平和的手段」の後に「強制の無い」という表現が追加された

2025 年のファクトシートも、そのような認識を明確に示そうとする傾向を反映したものといえる

17。また、「その他の形態の強制」にも抵抗するための能力を維持するという政策指針が改めて強

調されるようになっている。こうした政策指針が国務省のファクトシートに明確な形で記された

のは、バイデン政権期に入ってからであった18。 

特に、2022 年のナンシー・ペロシ下院議長による訪台後に中国が連続的な軍事演習を実施した

際、カート・キャンベル国家安全保障会議インド太平洋担当上級部長は、「この圧力の目的は明確

だ。台湾を威嚇し、強制し、その回復力を弱めることにある」と述べ、演習の継続に懸念を示し

た。その上で、「台湾関係法に基づくコミットメントを引き続き履行する。これには、台湾の自衛

を支援し、いかなる武力行使または台湾の安全、経済、社会を脅かすようなその他の形態の強制

にも抵抗する我々自身の能力を維持することが含まれる」と述べ、「その他の形態の強制」も含め

た米国の政策指針を改めて明確に示していた19。 
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まとめと政策的含意 

以上のとおり、米国の「一つの中国政策」は、国内法としての「台湾関係法」、中国との合意で

ある三つの「共同コミュニケ」、および台湾に対する「六つの保証」によって構成されている。特

に「台湾関係法」では、「平和的手段」による台湾問題の解決への期待が、米中外交関係樹立の土

台・前提として明確に示されている。また、「平和的手段以外」の試みは、地域にとって脅威であ

り、米国にとっても深刻な懸念とされている。さらに、「武力行使」に加え、「その他の形態の強

制」も「平和的手段」の範囲外であると捉えられている。そして、「台湾に防御的な性質の武器を

提供する」ことに加え、「武力行使」および「その他の形態の強制」にも抵抗するための米国の能

力を維持することが、基本的な政策指針として掲げられている。こうした「強制」は「平和的手

段」に含まれないという認識と、「その他の形態の強制」にも抵抗するための能力を米国が維持す

るという政策指針は、特に近年、より明確に示される傾向にある。 

 一方で、「米国の能力を維持」することは行使の義務を意味せず、この曖昧さが台湾をめぐる米

国の安全保障政策に関する議論に余白を残している。例えば、「武力行使」が生じた際に、その能

力を実際に行使するかどうかは明言されていない。ただし、バイデン前大統領は在任中、少なく

とも五度にわたり、中国による台湾への「武力行使」に対し、米国が台湾を防衛する可能性を示

唆した20。具体的には、「侵攻または行動を起こした場合」21、中国が攻撃した場合22、「前例のな

い攻撃があれば」23、「中国が一方的に現状を変更しようとした場合」など24、中国による台湾への

「武力行使」に対する措置として、米国による軍事的関与の意思を示した。また、「一つの中国政

策を支持している」と明言した上で、これは「中国が台湾を武力で支配する権限を持っているこ

とを意味するものではない」25、「中国が一方的に現状を変更しようとした場合には台湾を防衛し

ないということではない」と強調していた26。こうした発言は、「平和的手段」による解決への期

待が外交関係樹立の土台・前提であり、「平和的手段以外」の試みは地域の脅威であるとともに米

国にとっても深刻な懸念であると明示している「台湾関係法」を敷衍した発言と捉えられる。 

さらに、「その他の形態の強制」についても、その能力を実際に行使するかどうかは明示されて

いない。この「強制」への対応をめぐる政策議論は発展の途上にある。近年では、中国共産党が

軍事的侵略を引き起こさずに台湾を奪取した場合にも「米国民にとって台湾防衛が国家安全保障

上の利益にかなうか」という論点も提起されている27。 

台湾に対する外交・軍事・経済・情報・社会の各分野における中国の圧力が多層的に展開され

る中、「台湾の人々の安全、社会的または経済的システムを脅かすようなその他の形態の強制」に

抵抗するための米国の能力とその行使について、政策議論の一層の深化が期待される。 
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